

































































































































































































えたものである。以下，⑴ および ⑵ について要約する。
　⑴ 婚姻外男女関係に対する法的保護　　ⅰ 婚姻外男女関係の法的保護についての
従来の判例の態度─すなわち「強いられた内縁」のほかに「選ばれた内縁」について
も一定の法的保護を与える─は，基本的に維持されてよい。ⅱ ただし，「準婚として
の内縁」の成立要件である「婚姻意思」および「夫婦共同生活の実体」は，その枠組み
自体は残しつつも，その意味内容は緩やかに解するべきである。すなわち，主観的要
件としての前者については，「将来婚姻届をなす意思」という狭い意味ではなく，「夫
婦としての強い意識」と解するべきであり，客観的要件としての後者については，そ
の主要な判断要素とされてきた「同居」および「生計を共にすること」の意味内容を厳
格に解するべきではない。要するに，「準婚としての内縁」が認められるか否かは，①
結合関係に至った経緯ないし事情，②結合の期間，③結合の緊密さ，④双方の関係継
続に対する意識・期待度，⑤子の有無および子に対する親としての関わりの度合い，
および，⑥当事者間の経済的依存関係等の諸事情を斟酌して判断すべきである。ⅲ要
件が上記のように緩和されるべきだとしても，そうした要件を充たす限りにおいて準
婚として保護されるのであって，婚姻外男女関係のあらゆるケース（いわゆる試験婚や
一時的同棲等）を婚姻に準じて扱うことまでは意味しない。本稿が対象とする「パート
ナー婚（ないしパートナーシップ関係）」についていえば，上記の要件を充たせば準婚
（「選ばれた内縁」）としての扱いを受けるが，充たさない場合は，いわば「パートナーシ
ップ契約」の当事者として契約的処理の対象にはなりえても，準婚として保護される
ことはない。ⅳ「強いられた内縁」がほぼ消滅し，他方で婚姻外男女関係の多様性が
指摘される今日においてもなお，準婚理論が機能する余地は残されており，右理論が
婚姻制度の意義や価値を減少または埋没化させているとの批判は正当とは思われない。
　⑵ 本最高裁判決について　　本判決は，本件男女関係について，「婚姻及びこれに
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準ずるものと同様の存続の保障を認める余地がな」く，また，「本件関係の存続に関し，
Y男がX女に対して何らかの法的な義務を負うものと解することはでき」ない旨を判
示するが，その結論自体も理由づけも，説得性に乏しい。本件のX・Yの関係は，イ従
来の判例が準婚理論に基づいて保護を与えてきた「選ばれた内縁」に相当するか，ロ
仮にそうでないとしても，少なくとも不法行為法上の保護が与えられるべき「緊密な
結合関係」が存在するケースといえる。そのいずれの場合であれ，「関係」の一方的な
解消に対しては，不法行為に基づく損害賠償請求が認められてしかるべきところ，前
者の場合には「準婚関係の不当な破棄」により根拠づけられ，後者の場合には「信義則
上の信頼関係の侵害」により根拠づけられる。
　本論文は，民法・財産法を専攻する私が家族法にまたがる問題について取り組んだ
ものでもある。なお，本件訴訟の当事者である原告女性（大学教授）は，実名や所属等
を公表した上でインターネット上にホームページを開設し，同ホームページに本件に
関わる未公刊の裁判資料を掲載したり，本件に関する個人的な意見を述べているが，
そのなかで，本判決に賛意を示した評釈者に対して手厳しい意見も述べている。本判
決に批判的立場の拙稿については，同氏は「私の主張したいことのいくつかが述べら
れている」と評し，より具体的なコメントは「アップロード予定」とあり，どんなコメ
ントが寄せられるかと若干の期待をしているが，未だアップロードはされていない。
　［５］ 「『素因』の斟酌に関する基礎的考察─交通事故事例を中心に」専修法学論集
98号43頁以下（2006年12月）
　本論文は，加害行為と被害者の「素因」とが競合するケースにおいて，賠償額の算定
に際して斟酌されうる被害者の素因とはどのようなものか，および，素因を斟酌する
ことが正当視されるための根拠を何に求めるべきかについて，従来の裁判例を検討し
つつ考察したものである。本論文は，素因について「原則不斟酌」説の立場から論じ
ているが，主張の骨子はつぎのとおりである。
　⑴ 被害者の素因は，それが単なる身体的特徴や加齢的なものにすぎない場合はもち
ろんのこと，右以外の場合でも，つまりそれが心因的または体質的なものであろうと，
あるいは先天的または後天的なものであろうと，原則としてこれらの素因を有するこ
と自体を理由に，賠償額の減額事由になると考えるべきではない。⑵ 素因について
「原則不斟酌」とする理由は従来の不斟酌説が説くところに尽きるのであり，むしろ原
則斟酌説においてこそ，素因をもって減額事由とすることの根拠を示すべきである。
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しかるに，判例および原則斟酌説のいう「損害の公平な分担」は内容自体が曖昧であり，
仮にそれが「具体的加害者と可能的加害者間の公平」を意味するならば，加害者側の
事情のみを取り上げて論じる点で説得力に欠けよう。⑶ そもそも素因を有すること
自体については被害者に責められるべき点がないのが通常とされるから，素因をもっ
て賠償額の減額事由とするのではなく，むしろ不法行為制度の目的である損害塡補機
能をより重視すべきである。⑷ 被害者の素因が例外的に賠償額の減額事由になりう
るのは，以下のケースに限られる。すなわち，①心因的または体質的素因を有する者
が，右素因に起因する疾病の治療に際して虚偽・誇張または誇大な愁訴等によって不
適切なまたは長期の治療を継続させた場合，②体質的素因を有する者が当該素因の発
現ないしその可能性を認識しながら適切な対応（受診等）を怠った場合，および，③加
害行為がなくとも，つまり日常的な外力によっても素因に起因する疾病等が発現する
可能性が高い場合，である。①・②のケースは，被害者自身の意思的行為が介在して
損害の発生・拡大に寄与している点で，過失相殺規定の（類推）適用が肯定され，③の
ケースは，意思的行為は介在しないものの，信義則の観点から減額事由とされうる。
　本論文を改めて読み返してみると，上記（3）において，「素因に起因する精神的・肉
体的な症状・障害に苦しむ者が，不法行為の被害者として被った負傷によって苦痛を
増加させられるのみならず，さらに訴訟の場で自己の『素因』の寄与をめぐる論争に
巻き込まれ，あげくは長い裁判と（決して少額とはいえない）裁判費用を負担させられ
た結果，素因の寄与によって減じられた賠償金をようやく手にするというのでは，ど
こに『損害塡補』機能がはたされているといえようか。安易とは言わないまでも，『公
平』の名のもとに『まずは素因減責ありき』を前提とするかのような法解釈論は解釈
に値しないと思われる。」と述べた部分がある。素因原則斟酌説に対する批判的意見
を述べるあまり，少なからず感情的な論調になっていることに苦笑した次第ではある。
　なお，上記５本の論文のほかに，定年前の最後の論文となったものとして，「責任無
能力者の加害行為と監督義務者の責任─認知症高齢者の事例を中心に」専修大学法
学研究所紀要43号『民事法の諸問題 』71頁以下（2018年２月）がある。これも“思い
入れの深い”論文といえるが，いまいち判例評釈の域を出ないようにも感じられるた
め，論文名を記すだけにとどめることにする。
　（2019年１月３日　脱稿）
